
令和６年度９月補正予算（案）

１　補正予算（案）の概要

○一般会計補正予算額   　　　108億6,165万円

○主な内容　

　(1)能登半島地震に係る復旧・復興ロードマップへの対応

　(2)防災・減災など安全・安心の推進

　(3)こども・子育て、教育・スポーツの振興

　(4)観光振興、公共交通・物流の維持など地域経済の活性化

　(5)その他

２　補正予定額

(1)一般会計 （単位：千円）

国支出金 地方債 その他 一般財源

補正前の額 620,003,188 60,086,068 44,662,500 120,699,745 394,554,875

補正予定額 10,861,653 3,160,693 5,357,200 322,722 2,021,038

合　計 630,864,841 63,246,761 50,019,700 121,022,467 396,575,913

(2)特別会計 （単位：千円）

補正前の額 補正予定額 合計

297,785 2,000 299,785

76,511,640 80,333 76,591,973

2,126,353 110,000 2,236,353

歳　入 35,663,434 6,832 35,670,266

歳　出 37,325,057 17,575 37,342,632

歳　入 7,834,010 37,201 7,871,211

歳　出 10,475,064 389,597 10,864,661

会　　計　　名 主な内容

林業振興･有峰森林特別会計 真川線の災害復旧に係る応急措置

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 事業費の確定による国への返還等

令和６年９月２日
経営管理部財政課

区　分 金　額
財　　　　源　　　　内　　　　訳

備　考

港湾施設の災害復旧工事

病院事業会計

電気事業会計

電子処方箋導入に係るシステム改
修等

大長谷第二発電所リプレース工事
に伴う工事費の増等

港 湾 施 設 特 別 会 計

(参考) 一般会計９月補正額等の推移 （単位：百万円）

Ｒ６ Ｒ５ Ｒ４ Ｒ３（※） Ｒ２ Ｒ元（※）

10,862 20,990 22,535 21,376 66,722 11,650

630,865 659,905 663,034 675,138 714,872 566,500

※R3、R元は追加提案分を含んだ額

９ 月 補 正 額

９ 月 現 計 額
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（1）能登半島地震に係る復旧・復興ロードマップへの対応 （単位：千円）
［補正後現計］

（農業経営課） 215,000

事業内容

財　　源

（水産漁港課） 237,431

事業内容

財　　源

（水産漁港課） 10,400

事業内容

財　　源

（環境政策課） 5,900

[28,080]

事業内容

財　　源

（生涯学習・文化財室） 29,975

事業内容

財　　源

（防災・危機管理課） 20,000

事業内容

財　　源

被災農業者施設等支援事業

　被災した農業施設・機械等の再建・修繕及び撤去に対する支援の増額

（実施主体）市町村（農業経営体への間接補助）
（補助率）①農業施設・機械の再建・修繕に係る経費等
　　　　　　3/4（国1/2、県1/4）
　　　　　②被災した施設の撤去等
　　　　　　6/10（国3/10、県2/10、市町村1/10）

農地利用効率化等支援交付金（被災農業者支援タイプ）　等

水産業共同利用施設災害復旧事業

　被災した水産業共同利用施設の復旧整備を支援

浄化槽設置推進事業費補助金

　被災した住宅の浄化槽の更新や修理に対する支援の増額

（実施主体）氷見市（所有者への間接補助）
（補助率）10/10（国1/3、県1/3、市1/3）

一般財源

国指定文化財災害復旧支援事業

　被災した国宝瑞龍寺や国宝勝興寺など、国指定文化財の復旧工事を支援

（実施主体）漁協等
（補助率）①激甚災害告示の市町村内の施設　9/10（国）
　　　　　②その他の市町村内の施設　7/10（国1/2、県2/10）
　　　　　　※別に市町村において上乗せ等の補助を検討中

農林水産業共同利用施設災害復旧事業費補助金　等

被害漁具処分支援事業

　地震により破損した漁具等の処分に取り組む市町村を支援

（実施主体）市町村（漁業者への間接補助）
（補助率）市町村が補助する額の1/2（事業費の1/3を上限）

一般財源

（事業主体）市町村等
（国補助）70～85％（事業主体へ直接）
（国補助の残分に対する補助）
　①市町村が事業主体の場合：県50%、市町村50%
　②民間が事業主体の場合：県40%、市町村40%、民間20%

一般財源

避難退域時検査場所候補地災害復旧支援事業

　原子力災害時における避難退域時検査場所候補地（氷見運動公園内）の復旧工
事を支援

（実施主体）氷見市
（補助率）10/10

原子力発電施設等緊急時安全対策交付金

［R⑤2補195,000］

［R⑤2補16,399］

- 2 -



（2）防災・減災など安全・安心の推進

新 （防災・危機管理課） 36,900

＜R⑦～⑧債務負担行為設定＞ ＜86,100＞

事業内容

財　　源

拡 （防災・危機管理課） 4,430

[12,510]

事業内容

財　　源

新 （自然保護課） 13,000

事業内容

財　　源

（警・交通規制課） 50,000

事業内容

財　　源

（管理課）他 1,650,877

[57,823,277]

事業内容

財　　源

地震被害想定・津波シミュレーション調査事業

　科学的根拠に基づく適切な防災対策を推進するため、最大クラスの地震や津波
を想定した地震被害想定調査及び津波シミュレーション調査を実施

①地震被害想定調査（12ケース）
②津波シミュレーション調査（３ケース）
調査期間：R6年10月～R8年7月

　指定管理鳥獣のクマの追加を受け、県被害防止専門チームによる捕獲、市町村
が実施するクマ対策への支援の拡充、市町村職員等の研修などを実施

①クマの追払い・見回り・捕獲等をサポートする専門チームの
　設置等
②市町村が行うクマ対策事業に係る支援の拡充
③市町村職員等に対するクマ出没対応研修の実施、出没対応マ
　ニュアルの作成

指定管理鳥獣対策事業交付金　等

交通安全施設（信号機）の新設・改良

　信号制御機の老朽化対策（減耗更新）を集中的に実施するとともに、通学路の
信号灯器を新設

①歩行者用信号灯器の新設（4箇所）
②信号制御機の高度化更新（10箇所）
③信号機の撤去（3箇所）

安全防災基金

防災士の養成研修

　地域防災活動の中心となる防災士の養成を加速するため、防災士養成研修を拡
充

・防災士養成研修：4回→6回（2回追加）
・養成数の増＋240名
　（市町村推薦枠90名、一般受講枠130名、県職員枠20名）

安全防災基金　等

クマ指定管理鳥獣総合対策事業

一般単独債　等

公共事業の拡充

　道路事業、河川・海岸事業、街路事業など公共事業の拡充

道路橋りょう（486,400）、河川・海岸（145,150）
港湾（160,000）、都市計画（108,000）等

社会資本整備総合交付金　等

繰越明許費の設定

921,466

188,000
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（厚生企画課） 228,900

＜R⑦債務負担行為設定＞ ＜503,000＞

事業内容

財　　源

（くすり振興課） 3,000

事業内容

財　　源

（市町村支援課） 106,595

事業内容

財　　源

（農林水産企画課） 1,543,610

[3,424,914]

事業内容

財　　源

（管理課） 390,237

財　　源

（港湾課） 110,000

[499,000]

復旧箇所

財　　源

（水産漁港課） 183,000

[188,000]

復旧箇所

財　　源

県総合福祉会館の災害復旧

　被災した県総合福祉会館（サンシップとやま）の復旧に係る実施設計、工事費
及び入居団体に対する支援

①復旧に向けた実施設計、復旧工事
②研修等に伴う会場使用料の増加、一時的な移転経費に対する支援

一般単独災害復旧事業債　等

「富山のくすり」被災地廻商緊急支援事業

　被災地を廻商する配置販売業者の増加経費を支援

災害公共事業費の拡充

　国庫補助を受けて行う農地農業用施設等の災害復旧工事

農地農業用施設（1,304,610）、林道（60,000）
漁港（179,000）

補助・直轄災害復旧事業債　等

直轄災害復旧事業費

　国が施工する港湾施設の災害復旧事業の県負担分

（実施主体）（一社）富山県薬業連合会（配置販売業者への間接補助）
（補助対象）配置販売業者の車両燃料費
（補助額）被災地への往復１日あたり500円（定額）

一般財源

被災地支援宝くじ収益金等の市町村への配分

　能登半島地震被災地支援宝くじ収益金総額のうち県内市町村分（本県配分額の
６割）等を市町村振興協会を通して市町村に配分

能登半島地震被災地支援宝くじ収益金の一部（103,595）
特別区長会からの寄附金（3,000）

宝くじ収入　等

　被災した漁港施設の復旧工事の増額

県営氷見漁港、新湊漁港の野積場及び漁具保管修理施設等

一般単独災害復旧事業債

補助・直轄災害復旧事業債　等

港湾施設の災害復旧【港湾施設特別会計】

　新たに復旧経費が判明した港湾施設の災害復旧工事

ふ頭内道路、くん蒸上屋

港湾機能高度化施設整備費補助金　等

県単独漁港災害復旧費

繰越明許費の設定

229,610

［R⑤1補295,000］

繰越明許費の設定

188,000

［R⑤1補・2補2,457,000］
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（管理課）
（農林水産企画課）他

3,500,000

事業内容

財　　源

（3）こども・子育て、教育・スポーツの振興

新 （こども家庭室） 2,500

事業内容

財　　源

新 （こども家庭室） 3,450

事業内容

財　　源

新 （こども家庭室） 12,653

事業内容

財　　源

（スポーツ振興課） 192,700

＜R⑦債務負担行為設定＞ ＜61,600＞

事業内容

財　　源

　自然災害対策や道路交通の安全確保対策など安全・安心な県土づくり、地域の
生活基盤の整備等

道路橋りょう（1,732,000）、河川・海岸（590,000）、
砂防施設整備（250,000）、農業農村整備（77,000）、
治山（107,000）、森林整備（66,000）、県立学校施設
修繕（200,000）、スポーツ施設修繕（50,000）等

地方道路等整備事業債　等

こどもの権利に関する条例検討事業

　「こどもまんなか社会」の実現に向け、こどもの権利の尊重・擁護や県、県
民、事業者等の役割・責務などを示した条例の制定に向けた検討

①有識者会議の設置・開催
②市町村やこども・若者支援関係団体等からの意見聴取
③パブリックコメント（こども向け、一般）の実施

県単独の道路橋りょう、河川・海岸整備等

　重症複合免疫不全症および脊髄性筋萎縮症を対象として公費負担により新生児
マススクリーニング検査を行う国の実証事業に参画

（対象者）県内で出生した児の保護者
（保護者負担軽減額）4,950円（対象の２疾患分の検査費用）
（実施期間）R6年11月1日～R7年3月31日

母子保健衛生費国庫補助金　等

県武道館整備の実施設計費等

　令和９年度中の開館に向け、県武道館の実施設計及び先行工事を実施

①基本設計に基づく実施設計
②先行工事
・既設の地中電線や上下水道の配管の切り回し工事に係る設計
　費及び工事費
・整備予定地内の既存トイレ解体工事に係る設計費及び工事費

地域少子化対策重点推進交付金　等

こども家庭ソーシャルワーカー取得促進事業

　児童相談所等で相談援助業務に従事する職員の専門的知識・技術の更なる向上
を図るため、「こども家庭ソーシャルワーカー」の資格取得を促進

研修受講に要する旅費及び研修受講費を支援
（対象者）児童相談所の児童福祉司等
　　　　　民間施設等の相談援助業務担当職員
　　　　（児童養護施設、乳児院、児童自立生活援助事業所）
（補助率）10/10（国2/3、県1/3）

児童虐待防止対策等総合支援事業費国庫補助金　等

新生児マススクリーニング検査に係る実証事業

一般単独事業債　等

繰越明許費の設定

432,000

繰越明許費の設定

192,700
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新 （教育みらい室） 33,000

事業内容

財　　源

（4）観光振興、公共交通・物流の維持など地域経済の活性化

新 （観光振興室） 4,300

事業内容

財　　源

新 （観光振興室） 4,000

事業内容

財　　源

（航空政策課） 3,000

事業内容

財　　源

（航空政策課） 2,000

事業内容

財　　源

新 （地域交通・新幹線政策室） 4,000

事業内容

財　　源

フランスでの観光プロモーション

　全国知事会がフランスで実施する観光プロモーションに参加し、石川県、福井
県と連携してブースを出展するほか現地旅行会社へのセールスを実施

日程：R6年10月22日
場所：フランスパリ市内在仏日本大使公邸
来場者：フランス現地旅行会社、メディア

魅力と活力ある県立高校整備事業

　全国募集を行う南砺平高校の環境整備

南砺平高校生徒寮の空調整備

臨時高等学校改築等事業債　等

　台北便の定期便再開に向け、台湾へのアウトバウンド旅客需要を喚起するた
め、旅客確保に対する支援を充実

旅行商品造成経費への支援

一般財源

大連便利用ＰＲ事業

　大連便の北陸新幹線沿線地域からの利用促進を図るためのPRを実施

北陸新幹線車内広告の実施

デジタル田園都市国家構想交付金（推進）　等

インドでの観光プロモーション

　インド経済訪問団派遣事業の一環として、現地での本県の認知度向上ととも
に、本県への誘客を図るため、観光説明会を開催

日程：R6年12月下旬（予定）
場所：インドデリー市内
参加者：インド現地旅行会社

デジタル田園都市国家構想交付金（推進）　等

台北便アウトバウンド利用促進事業

一般財源

バス運転手確保対策強化事業

　県内の乗合バス事業者と連携したバス運転手専門の就職イベントの参加やセミ
ナー開催などバス運転手の確保対策を強化

①バス運転手専門の就職イベントへのブース出展及びブース来
　場者等を対象としたバス営業所見学会の実施
②女性バス運転手確保対策セミナー・座談会の開催

地域女性活躍推進交付金　等

繰越明許費の設定

33,000
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（立地通商課） 10,500

事業内容

財　　源

新 （国際課） 6,500

事業内容

財　　源

新 （農業経営課） 1,000

事業内容

財　　源

（5）その他

（文化振興室） 11,500

＜32,200＞

財　　源

（警・会計課） 35,000

財　　源

（財政課） 350,000

財　　源

外国人材活躍・多文化共生推進プラン改訂事業

　県内の外国人住民の増加などの社会情勢変化を踏まえて、外国人材活躍・多文
化共生推進プラン改訂に向けた調査・検討を実施

①プラン改訂に向けた実態調査（外国人住民、企業、地域住民）
②プラン改訂委員会の開催

　トラック運転手の時間外労働規制強化等に伴う輸送能力の低下（物流2024年問
題）に対応するため、業務効率化に向けた取組みを行う事業者を支援

①モデル事業補助金
（対象者）県内の物流事業者・荷主等
（対象事業）
  a.トラック物流の生産性向上
  b.女性その他の多様な人材の活躍促進
（補助率）1/3（上限：a.100万円、b.50万円）
②優良事例を横展開するためのセミナー開催

一般財源

農福連携推進方策改訂事業

　国の農福連携等推進ビジョン（本年6月改訂）を踏まえた、本県の推進方策の
見直しに向けた調査・検討を実施

①農業経営体に対するアンケート調査
②先進事例の現地調査
③農福連携推進会議の追加開催

物流効率化実践モデル事業

一般財源

　旧交通機動隊庁舎の解体工事に係る実施設計及び事前調査等を実施

公共施設等適正管理推進事業債　等

令和５年度決算剰余金の基金への積立て

一般財源

デジタル田園都市国家構想交付金（推進）　等

旧近代美術館解体の実施設計費等

＜R⑦債務負担行為設定＞

　旧近代美術館を解体し、跡地を緑地化するため、解体工事等に係る実施設計及
び事前調査を実施

公共施設等適正管理推進事業債　等

旧交通機動隊庁舎解体の実施設計費等

- 7 -



(単位：千円)

現計予算額(a) 今回補正額(b) 合計(a)+(b)

道 路 橋 り ょ う 13,373,000 486,400 13,859,400

河 川 2,759,000 66,150 2,825,150

海 岸 757,000 79,000 836,000

砂 防 4,267,000 4,267,000

港 湾 1,462,000 160,000 1,622,000

空 港 282,000 282,000

都 市 計 画 4,194,000 108,000 4,302,000

住 宅 237,000 237,000

計 27,331,000 899,550 28,230,550

土 地 改 良 10,936,000 10,936,000

農 村 振 興 1,800,000 1,800,000

造 林 340,000 340,000

林 道 1,110,000 1,110,000

治 山 2,114,400 2,114,400

漁 港 807,000 807,000

計 17,107,400 17,107,400

一 般 公 共 計 44,438,400 899,550 45,337,950

土 木 10,590,000 1,141,564 11,731,564

農 林 水 産 1,144,000 1,144,000

計 11,734,000 1,141,564 12,875,564

土 木 4,890,904 703,300 5,594,204

農 林 水 産 1,491,300 2,186,610 3,677,910

計 6,382,204 2,889,910 9,272,114

一 般 会 計 　計 62,554,604 4,931,024 67,485,628

事  業  区  分

令和６年度９月補正予算（案）公共事業費調

土
　
　
　
　
木
　
　
　
　
部

農
　
　
林
　
　
水
　
　
産
　
　
部

直
　
　
　
轄

災
　
　
害



(単位：千円)

現計予算額(a) 今回補正額(b) 合計(a)+(b)

県 単 独 雪 寒 対 策 施 設 費 965,000 64,000 1,029,000

県 単 独 都 市 計 画 整 備 費 876,000 49,000 925,000

県 単 独 港 湾 整 備 費 744,000 162,000 906,000

県 単 独 空 港 整 備 費 190,000 17,000 207,000

県 単 独 農 業 農 村 整 備 事 業 費 440,000 77,000 517,000

1,300,000 200,000 1,500,000

1,175,000 200,000 1,375,000

200,000 200,000

250,000 50,000 300,000

1,100,000 1,100,000公共用地先行取得事業特別会計

主要県単独建設事業費  総計 18,044,900 3,500,000 21,544,900

緊 急 防 災

一 般 会 計 　 計 16,944,900 3,500,000 20,444,900

県 立 学 校 施 設 修 繕 費

文 化 施 設 改 修 費

ス ポ ー ツ 施 設 修 繕

県 有 施 設 改 修 費

計 960,000 250,000 1,210,000

50,000 50,000

農
　
　
林
　
　
水
　
　
産
　
　
部

県 単 独 森 林 整 備 事 業 費 230,000 66,000

県 単 独 治 山 事 業 費 240,000 107,000 347,000

296,000

県 単 独 林 道 整 備 事 業 費

計 13,059,900 2,800,000 15,859,900

県 単 独 砂 防 施 設 整 備 費 429,000 250,000 679,000

県 単 独 災 害 防 除 費 268,000 280,000 548,000

令和６年度９月補正予算（案）主要県単独建設事業費調

事  業  区  分

土
　
　
　
　
　
木
　
　
　
　
　
部

県 単 独 道 路 橋 り ょ う 整 備 費 8,162,200 1,388,000 9,550,200

県 単 独 河 川 海 岸 整 備 費 1,425,700 590,000 2,015,700



（参　　考）

令和６年能登半島地震関係予算額

（単位：百万円）

予算計上時期 予算額 主な事業

R⑤1月補正
（1/12専決処分）

11,226
・災害公共事業、県単独の災害復旧、県有施設（学校、警察含む）の災害復旧
・県被災者生活再建支援補助金、知事見舞金
・石川県へのDMAT等派遣　等

R⑤2月補正①
（2/6専決処分）

6,855
・なりわい再建支援、漁船・漁具、農業者・農業用施設、商店街の復旧支援、
北陸・とやま応援事業
・生活福祉資金、災害援護資金　等

R⑤2月補正②
（2/26冒頭提案）

1,935 ・災害公共事業、直轄災害復旧事業、県単独の災害復旧、県有施設の災害復旧

R⑤2月補正③
（3/7追加提案）

1,570

・県被災者生活再建支援補助金（追加）、浄化槽補助
・社会福祉施設、深層水施設の復旧支援
・県有施設の災害復旧
・石川県への支援
・寄附金積立て　等

R⑤2月補正④
（3/19追加提案）

2,815
・直轄災害復旧事業費負担金、港湾施設特別会計への繰出金
・北陸・とやま応援事業

R⑥当初
（2/26提案）

4,403
・震災対策特別融資、小規模事業継続力強化補助
・住宅耐震化支援事業
・災害対応検証、地域防災力向上　等

R⑥補正
（3/7追加提案）

1,191 ・住宅耐震化支援事業（基礎補強工事等の対象拡充）

R⑥6月補正
（6/11提案）

4,804
・自宅再建利子助成事業
・社会福祉施設、私立学校、深層水施設等の復旧支援
・災害公共事業、県単独の災害復旧、県有施設の災害復旧　　等

R⑥6月補正
（6/17追加提案）

1,150 ・宅地液状化等復旧支援事業

R⑥9月補正
（9/6提案）

3,065
・農業者施設、水産業共同施設等復旧支援
・災害公共事業、サンシップ等の災害復旧
・被災地支援宝くじ収益金の市町村配分　等

合　　計 39,013


